
  

独占禁止法研究会の開催について 

 

平成２８年２月１０日 

公 正 取 引 委 員 会 

 

公正取引委員会は，裁量型課徴金制度（注）を含む課徴金制度の在り方につい

て検討を行うため，以下のとおり，各界の有識者からなる「独占禁止法研究会」

を開催する。 

 

１ 開催の趣旨 

課徴金制度が昭和５２年に導入されて約４０年間が経過し，その間，数次の

改正が行われているものの，事業者の経済活動や企業形態のグローバル化・多

様化・複雑化は一層進展しており，現行課徴金制度では事業活動の実態を反映

せず適正に対応できていない場面も生じているため，経済・社会環境の不断の

変化にも対応し得る課徴金制度の在り方について検討する必要がある。 

また，諸外国において広く導入されているような，独占禁止法違反行為に対

して，事業者の調査への協力・非協力の程度等を勘案して，当局の裁量により

課徴金額を決定する仕組みを導入することは，事業者と公正取引委員会が協

力して事件処理を行う領域を拡大するものであり，事業者による自主的なコ

ンプライアンスの推進にも資するものと考えられる。 

加えて，経済活動のグローバル化が進展する中，我が国の課徴金制度と諸外

国の制度との国際的整合性を向上させる必要があると考えられる。 

公正取引委員会は，このような認識の下，課徴金制度の在り方について専門

的知見から検討を行うことを目的として，各界の有識者からなる「独占禁止法

研究会」（以下「研究会」という。）を開催する。 

 

２ 構成員 

（１）研究会は，別紙に掲げる有識者により構成する。 

（２）公正取引委員会は，有識者の中から研究会の座長を依頼する。 

（３）研究会は，必要に応じ，関係者の出席を求めることができる。 

 

３ 議事の公表 

座長は，研究会の会合終了後，速やかに，当該研究会の議事要旨を作成し，

これを公表する。また，一定期間を経過した後に，当該研究会の議事録を作成

し，これを公表する。 

 
   問い合わせ先 公正取引委員会事務総局経済取引局総務課企画室 

   電話 ０３－３５８１―５４８５（直通） 

   ホームページ http://www.jftc.go.jp/ 



  

 

４ 今後の予定 

月１～２回の頻度で開催する。 

（初回開催は平成２８年２月２３日（火）） 

 

５ 庶務 

研究会の庶務は，公正取引委員会事務総局経済取引局総務課企画室におい

て処理する。 

 

（注）独占禁止法違反行為に対して，事業者の調査への協力・非協力の程度等を勘案して，当局

の裁量により課徴金額を決定する仕組みであり，同様の制度は，ＥＵ，欧州諸国，アジア諸

国等，数多くの国・地域においても採用されている。 
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[五十音順，敬称略，役職は平成２８年２月１０日現在] 

別 紙 


